
別表１ 調査事項の見直し（家計簿） 

現行 変更（案） 

表紙 表紙 

「世帯の別」、「世帯区分」欄 削除 

Ⅰ 口座自動振替 による支払 Ⅰ 自動引落し による支払 

「カード払い  掛買い 月賦」 「クレジット  掛買い・月賦」に変更し、破線の◯印を

追加 

「今月の 支払額 （円）」 「今月の 支払い分 金額 （円）」に変更 

「ＮＨＫ放送受信料」 「ＮＨＫ放送受信 料金 」に変更 

「携帯電話料金 うち 他社代行請求分 」 「携帯電話料金 うち 携帯電話事業者による代行徴収

分 」に変更し、「有料コンテンツ利用料」と「有料コ

ンテンツ利用料以外の買い物代等」に分割 

「ケーブルテレビ受信料」の「インターネット接続

料を含む」及び「インターネット接続料を含まな

い」 

「ケーブルテレビ等受信料」に変更し、「インター

ネット接続料」、「固定電話代」、「携帯電話

代」、「その他（  ）」が含まれるかどうかの

チェック欄を新設

「新聞代」の「一般的な 中央・地方 新聞（英字 

スポーツ紙を含む）」及び「業界紙など 」

「新聞代」の「一般的な 商業 新聞（英字 ,地方,ス

ポーツ紙を含む）」及び「その他 」に変更等

「その他の受信料」 廃止

「保育所の保育料」、「幼稚園の保育料」 「保育所・幼稚園の保育料」に統合

「国民年金 掛金 」 「国民年金 保険料 」に変更

「国民健康保険」、「個人住民税」、「固定資産税・都市計

画税」

廃止

「（ ）保険料（積立・掛け捨て）」 記入欄を１つから３つに増設 

‐ 1 ページ目に合計欄を追加 

‐ 「クレジットカード払いの返済」を新設 

－ Ⅱ 口座への入金(給与・年金等) 

‐ 口座への入金について、「世帯主」、「世帯主の配

偶者用」、「他の世帯員」に分けて新たに把握 

Ⅱ 現物（現物支給，もらい物・もてなし，自
家産，自分の店の商品） 

Ⅲ 現金収入又は現金支出 
Ⅳ クレジットカード，掛買い，月賦，電子マ

ネーによる購入

Ⅲ 日々の収入と支出 

●支出「① 品名及び支払方法」

・支払方法を「現金」、「クレジット・掛買い・月

賦」等から選択するよう、見直し

・「クレジット 掛買い 月賦」の「一括払い」と「分割払い」を

統合 

・「電子マネー」を「電子マネー プリペイド（前払

い）」と変更し「電子マネー ポストペイ（後払

い）」を新設

・「自分の店の商品（家計用）」と「自分の店の商

品（贈答用）」を「自分の店の商品」に統合

・「現物支給」、「もらい物・もてなし」、「自家産」欄

を廃止

●支出「②金額及び用途」

・「自家用以外（贈答・来客用，仕送りなど）」欄

に該当する品目について「○」を付ける方式に変

更

●支出「③ 購入先・購入地域」（11 月分のみ）

・項目の並び順を見直し
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別表２ 調査事項の見直し（世帯票） 

現行 変更（案） 

－ Ⅰ 世帯の人数について 
‐ 「世帯の人数」欄を新設 

Ⅰ 全世帯員に共通する事項について Ⅱ 全世帯員に共通する事項について 
「(1)氏名，男女の別及び続き柄」の「世帯員氏名」 世帯員を「１人目」、「２人目」、「３人目」、「４人目」

と区別する形式に変更し、「世帯員氏名」欄は廃止 

「(5)育児休業の取得の有無」 廃止 

‐ 「(5) ふだんの１週間の就業時間」を新設 

「(10)学校の種別」 ・「(6) 就学状況」として全世帯員の就学状況を調査す

る項目に変更し、「在学中」、「卒業」、「未就学・

その他」の選択肢を追加

・選択肢を変更・再編（「小学・中学」に統合等）

・「専門学校」について、修業年限を調査する項目を追加

・「未就学・その他」を選択した場合の選択肢として「保育

園・保育所」、「幼稚園」、「その他（乳児など）」を新設

「(11)国公立・私立の別」 廃止

「(12)各種学校・塾など」 廃止

「(6)名称」及び「(7)事業の内容」 廃止

「(8)本人のしている仕事の内容」 「(7)仕事の種類 」に変更し、世帯主の仕事のみを捉え

るように変更 

「(9)勤め先の企業区分及び規模」 ・世帯主の仕事のみを捉えるように変更

・「(8)②企業規模」の区分を５区分から８区分に細分化

「(13)介護をしている状況」 廃止

「(14)要介護・要支援認定の状況」 個人単位から世帯単位に変更し、要介護・要支援の認定

を受けている人の人数を把握

Ⅱ ３か月以上不在の家族について Ⅲ ３か月以上不在の家族について 

「(15)家計を主に支える人」のうち氏名欄 廃止 

Ⅲ 子の住んでいる場所について － 

「(17)子の住んでいる場所」 廃止 

Ⅳ 被災に関する事項について － 

「(18)過去 5 年間に罹災証明書を受けたことの有無」

～「(21)被災による転居の有無」 

廃止 

Ⅴ 単身世帯について Ⅳ 単身世帯について 

「(22）単身世帯の形態」の選択肢「単身赴任」及び「出稼ぎ」 選択肢を「単身赴任・出稼ぎ 」に統合 

Ⅵ 現住居等に関する事項について Ⅴ 現住居等に関する事項について 

「(24）住居の延べ床面積」「(28）住居の敷地面積」

を小数第一位まで記入 

「（14）住居の延べ床面積」、「（18）住居の敷地面

積」を整数値で記入 

「(26）住居の所有関係」の選択肢「民営の賃貸住宅」

及び「借間」 

選択肢を「民営の賃貸住宅（借間を含む）」に統合 

「(29)住居の建築時期」の選択肢「昭和 40年以前」 ・選択肢を「昭和 45年以前（1970年以前）」に変更

・選択肢に「2019 年」を追加

「(30)住居への入居時期」 廃止

「(31)設備の有無（平成元年以降に取得したもの）」

（システムキッチンなどの有無、数量、取得時期）

廃止

Ⅶ 現在住んでいる住居以外の住宅及び土地について Ⅵ 現在住んでいる住居以外の住宅及び土地について 

「建築時期」欄の選択肢「昭和 40 年以前」 ・選択肢を「昭和 45年以前（1970年以前）」に変更

・選択肢に「2019 年」を追加

「住宅の延べ床面積」「現居住地以外の土地（住宅用）

敷地面積」を小数第一位まで記入 

整数値で記入

－ Ⅶ 毎月の家賃支払額，毎月の住宅ローンの返済額に

ついて 

‐ 

「(22) 月々支払っている家賃及び住宅ローン」を新設

し、家賃の支払いの有無及び金額並びに住宅ローンの支

払いの有無及び金額を把握 
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別表３ 調査事項の見直し（年収・貯蓄等調査票） 

現行 変更（案） 

Ⅰ 年間収入について Ⅰ 年間収入について 

‐ 
「(7)社会保障給付金（公的年金・恩給以外）」欄

を追加 

「(7)企業年金・個人年金受取金」 「(8)企業年金受取金」と「(9)個人年金受取金」に

分割 

「その他の年間収入」 名称を自由記入できる枠を新設 

「(9)親族などからの仕送り金」 「Ⅱ 仕送り金について」として分割・特掲 

－ Ⅱ 仕送り金について 

－ 「Ⅰ 年間収入について」から「(9)親族などから

の仕送り金」を分割し、「(1)親族などから仕送り

をしてもらった額」として把握 

「(2)親族などに仕送りをした額」を新設 

Ⅱ 貯蓄現在高について Ⅲ 貯蓄現在高について 

「(1) ゆうちょ銀行 郵便貯金・簡易生命保険管理

機構（旧日本郵政公社）」 

「(2) 銀行  信用金庫・信用組合 農業協同組合 

労働金庫 その他の金融機関」 

「(1) 銀行（ゆうちょ銀行を含めます） 信用金

庫・信用組合 農業協同組合、労働金庫などの金融

機関」に統合 

「(5)株式・株式投資信託（時価）」 

「(6)債券（額面） 公社債投資信託（時価）」 

「(4)株式（時価）」、「(5)債券（額面）」、

「(6)投資信託（時価）」に組替え 

「(10) 上記(8)のうち外貨預金・外債・外国株式」 廃止 

表６ 年収・貯蓄等調査票等における調査事項の追加（変更） 

統計委員会修正案 

年収・貯蓄等調
査票 

家計調査世帯用
特別調査（二人
以上の世帯） 

家計調査世帯用
特別調査（単身
世帯） 
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